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総合政策部会（第１回、令和８年９月 10 日）における主な委員発言要旨及び対応案 

番号 主な発言要旨 対応案 

１ 火力発電所の規模比について、2.0 以下という要件に加え、

例えば CO2 排出量を 1.1 倍以下とするなど、歯止めをかけるこ

とは難しいか。（井上委員） 

国としても温室効果ガスの排出ゼロを目指しており、石炭火

力発電所を廃止する方向に舵を切っている国もある。排出の総

量が現状を上回らないことを条件とするなど、厳しい要件を設

けるべきだと考える。（杉山委員） 

建替配慮書は環境負荷の増大を容認するものではなく、既存

工作物による環境影響を示しながら、従来の配慮書と同様に環

境影響の調査、予測及び評価を行うものであり、規模が２倍と

なるような建替配慮書の場合も適切に環境影響評価手続は実施

されます。 

例えば、規模の拡大により、環境負荷が増大する可能性があ

る場合は、相応の知事意見を発出することとなります。 

また、配慮書以外の方法書、準備書及び評価書の環境影響評

価手続については、建替事業の場合もこれまでと同様に実施さ

れることとなります。 

そのため、建替事業の場合であっても、事業の環境の保全に

ついて適正な配慮がなされることを確保できるものとなってお

ります。 
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